
 

                                            
   平成２８年３月３１日 

 

地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調等（平成２７年１２月３１日現在） 

 

 

   総務省においては、毎年以下の調査を行っており、平成２７年１２月３１日現在の調査結果がま 

とまりましたので、公表します。 

   

    １ 地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調 

    ２ 地方公共団体の長の連続就任回数調 

    ３ 平成２７年中における地方公共団体の議会の議員及び長の選挙の執行件数調 

 

 調査結果の概要は以下のとおりです。 

 
１ 地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調 

 
※ この調は、平成２７年１２月３１日現在在職する者に係る各々の立候補の届出時の 
所属党派によるものです。 

 
（１）都道府県知事 

都道府県知事の人数は全体で４７人です。 
政党その他の政治団体に所属していない者（以下「無所属」といいます。）が４６人（９７．

９％）と圧倒的に多く、党派に所属しているのは１人（諸派）となっています。 
    なお、女性知事は北海道知事及び山形県知事の２人です。 
 
（２）都道府県議会議員 

都道府県議会議員の人数は全体で２，６７５人です。 
都道府県議会議員の所属党派を、所属人数が多い順に並べると以下の表のとおりとなっていま

す。なお、無所属は５０４人（１８．８％）です。 
また、無所属を含めた都道府県議会議員のうち女性議員は２６１人（９．８％）です。 

 

所属党派 人数（人） 全議員に占める

割合（％） 
自由民主党 １，３３８ ５０．０ 
民主党 ３１１ １１．６ 
公明党 ２０７ ７．７ 

日本共産党 １５１ ５．７ 
諸派 ９０ ３．４ 

社会民主党 ３９ １．５ 
維新の党 ２９ １．１ 

生活の党と山本太郎となかまたち ６ ０．２ 
 
 
 
 
 



 

 
（３）市区町村長（政令指定都市を含む） 

     市区町村長の人数は全体で１，７４０人です。 
無所属が１，７３５人（９９．７％）と圧倒的に多く、党派に所属しているのは５人（自由民主

党１人、諸派４人）となっています。 
      なお、女性の市区長は、宮城県仙台市長、茨城県高萩市長、群馬県安中市長、東京都足立区

長、東京都三鷹市長、神奈川県横浜市長、新潟県魚沼市長、静岡県島田市長、静岡県伊豆の国

市長、三重県鈴鹿市長、滋賀県大津市長、京都府木津川市長、兵庫県尼崎市長、兵庫県宝塚市

長、岡山県倉敷市長、山口県宇部市長及び沖縄県那覇市長の１７人です。 
また、女性の町村長は、栃木県野木町長、埼玉県長瀞町長、神奈川県二宮町長、兵庫県播磨

町長及び福岡県苅田町長の５人です。 
    
（４）市区町村議会議員（政令指定都市を含む） 

市区町村議会議員の人数は全体で３０，４９０人です。 
市区町村議会議員の所属党派を、所属人数が多い順に並べると以下の表のとおりとなっていま

す。なお、無所属は２１，５８１人（７０．８％）です。 
また、無所属を含めた市区町村議会議員のうち女性議員は３，８６６人（１２．７％）です。 

 

所属党派 人数（人） 全議員に占める

割合（％） 
公明党 ２，７１４ ８．９ 

日本共産党 ２，６６６ ８．８ 
自由民主党 ２，０１３ ６．６ 
民主党 ７３５ ２．４ 
諸派 ３７８ １．２ 

社会民主党 ２５３ ０．８ 
維新の党 １３７ ０．５ 

日本のこころを大切にする党 ９ ０．０ 
日本を元気にする会 ４ ０．０ 

 
 

２ 地方公共団体の長の連続就任回数調 

（１）都道府県知事 
       連続就任回数は、１回が８人、２回が１６人、３回が１３人、４回が８人、６回が２人とな

っています。 
   なお、回数が６回であるのは茨城県知事及び石川県知事です。 

 
（２）政令指定都市市長 

連続就任回数は、１回が６人、２回が９人、３回が５人となっています。 
     なお、回数が３回であるのは、相模原市長、新潟市長、浜松市長、名古屋市長及び北九州市

長です。 
 

（３）市区長 
       人数が最も多い連続就任回数は２回の２７０人で、次いで３回の２４７人となっています。

また、４回以上の該当者は６１人で全体の７．５％を占めています。 
      なお、最も回数が多いのは、東京都中央区長の８回で、次いで茨城県守谷市長、埼玉県新座

市長、千葉県野田市長、新潟県加茂市長及び和歌山県御坊市長の６回です。 
 
 



 

（４）町村長 
人数が最も多い連続就任回数は１回の２８６人で、次いで２回の２６４人となっています。 

また、４回以上の該当者は１３８人で全体の１４．９％を占めています。 
     なお、最も回数が多いのは、北海道乙部町長及び山梨県早川町長の９回で、次いで北海道奈

井江町長、岩手県一戸町長、奈良県斑鳩町長、熊本県嘉島町長及び大分県姫島村長の８回です。 
 
※  市区町村長については、市町村合併が行われている場合、新設合併では前身の市町村当時の連

続就任回数は含みませんが、編入合併では合併前の連続就任回数を含みます。 
また、市制施行が行われている場合、その前身の町村当時の連続就任回数を含みますが、政令

指定都市の市長については、政令指定都市となったとき以降の連続就任回数です。 
 
 
３ 平成２７年中における地方公共団体の議会の議員及び長の選挙の執行件数調                                              

  平成２７年中に行われた一般選挙、補欠選挙及び再選挙の執行件数ならびに無投票当選の件数は

以下のとおりです。 
   なお、市区には政令指定都市を含みます。 
                                        （単位：件） 

区分 一般選挙 補欠選挙及び再選挙 無投票当選 
都道府県知事選挙 １８ ０ ２ 

都道府県議会議員選挙 ４２ １ ２ 
市区長選挙 １９９ １ ４７ 

市区議会議員選挙 ４１６ ２８ １８ 
町村長選挙 ２４４ ０ １０９ 

町村議会議員選挙 ５２７ ３４ １２８ 
合計 １，４４６ ６４ ３０６ 

 
  
 
 
 
 

＜お問い合わせ先＞ 
総務省自治行政局選挙部管理課 

滝川、弘中 
電 話：03-5253-5111（代表） 

03-5253-5573（直通） 
ＦＡＸ：03-5253-5575 


